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令和７年度川崎市職員（医師）採用選考案内 

 

 

申込受付期間  

受付中（ただし、採用予定人員に達し次第、受付を終了いたします。） 

 

１ 選考区分及び採用予定人員 

（１）選 考 区 分  医 師 

（２）採用予定人員  若干名 

 

 

２ 公衆衛生医師が携わる業務 

  感染症、生活習慣病やがんの予防、母子保健、精神保健、難病、食品や環境などの生

活衛生、医事・薬事、地域包括ケア、健康危機管理、地域の住民全体の医療や健康レベ

ルの維持向上のための仕組み・ルール・システムづくりなど 

 

 

３ 職務概要 

川崎市では、全市民を対象とした地域包括ケアシステムの構築に取り組んでおり、そ

れに対応した地域の保健医療福祉の向上を図る活動を進めています。 

  配属先及び職務概要については、次のとおりです。 

配属先 職務概要 

健康福祉局 

・川崎市各種保健事業の統括 

・各区地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）医師業

務の統括 

・予防接種事業及び感染症等対策事業、難病対策事業等の統括 

・医療安全（立入検査） 

・医療に関する相談対応 

 

・健康危機管理対応  

・災害保健医療 

・健康づくり・介護予防 

・がん検診事業 

・調査研究                など 
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各区 

地域みまもり

支援センター 

（ 福 祉 事 務

所・保健所支

所） 

健康づくり事業 各種健康教育、個別相談・指導、企画など 

予防接種事業等 相談対応など 

感染症等対策事業 

感染症対策（結核、エイズ含む）・食中毒等

の対応、検査・指導、相談、医療機関、関係

機関との連絡調整など 

母子保健事業 相談業務・健診など 

その他 

高齢者支援事業・障害者支援事業への助言・

サポート、地域での健康問題への対応、医

療機関立入検査、健康危機管理対応、災害

保健医療、調査研究など 

 

４ 求められる資質 

医師としての専門性 地域の保健医療福祉向上のために、幅広

い知識に基づいて、医学的評価・判断・政

策立案を行います。 

特に、感染症、医療安全、保健医療政策

の分野における知見が求められます。 

仕事に必要な知識・技術については、入庁

後に研修で学ぶことができ、臨床医からの

転職でも問題なく働くことができます。 

行政職員としての自覚と責任 公衆衛生行政を支えているという行政

職員としての責任感を持ち、地域の健康課

題の発見と解決に向けて取り組んでいく

熱意が必要です。 

また、新興感染症流行時や自然災害発生時

には組織の中心として、判断・マネジメン

トしていくことが求められます。 

コミュニケーション能力  事業を実施するためには、組織の一員と

して、保健師・栄養士・薬剤師・事務職な

どと力を合わせて仕事を進める必要があ

ります。 

 また、医師会などの関係機関の協力が得

られるよう、分かりやすく説明し、調整す

る能力も求められます。 
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５ 受験資格 

  次の要件を全て満たす人 

（１）昭和３６年４月２日以降に生まれた人（定年が６５歳のため） 

（２）令和７年４月１日現在で医師免許を有する人 

  （ただし、平成１６年４月以降に医師免許を取得した人については、医師法第１６条

の２に規定する臨床研修を修了していること。） 

（３）地方公務員法第１６条の欠格条項に該当する者（民法の一部を改正する法律（平成１

１年法律第１４９号）附則第３条第３項の規定により、従前の例によることとされる者

を含む。）は、受験できません。 

 

  地方公務員法（抜粋） 

  （欠格条項） 

第 16 条 

 次 の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考

を受けることができない。 

１ 禁錮（＊）以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

２ 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者 

３ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあつて、第六十条から第六十三条までに規定する罪を犯し、刑

に処せられた者 

４ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張 

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

（＊）改正法施行後（令和 7 年 6 月 1 日以降）においては「拘禁刑」 

 

６ 選考科目、日時及び場所 

選考科目 日時及び会場 

面接考査 
電話又はメールにて連絡の上、受験票でお知らせしま

す。 

 

７ 申込手続（郵送・持参による受付は行いません。） 

申込方法 本市ホームページから Web フォームにアクセスし、必要事項

を全て入力し、申込を行ってください。 

【URL】 https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000166317.html 

【二次元コード】 

 

https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000166317.html


 - 4 -

提出書類 医師免許証 

※ 申込みの Web フォームにデータを添付してください。 

受付期間 
現在受付中 

※ 採用予定人員に達し次第、受付を終了いたします。 

受験票の交付 
受験票は、提出された履歴書により受験資格を審査した後、

本人宛てにメールで交付します。 

 

※随時、現場見学・個別説明を実施しております。本市で働く行政医師が御案内し、御

質問にもお答えしますので、一度見学いただくことをお勧めいたします。 

 

８ 採 用 

（１） 採用時期は御相談に応じます。 

（２） 受験資格がないこと又は提出書類の記載事項が正しくないことが判明した場合は、

採用されません。 

 

９ 給与、休暇等［令和７年４月１日現在］ 

（１）給 与 

・初任給は、医師免許取得日により、一定の基準に基づいて決定されます。 

（例１）医歴２０年、課長級での採用の場合 年収１,３１０万円程度 

（例２）医歴１０年、係長級での採用の場合 年収１,０５０万円程度 

・通勤手当（１か月あたり最高５５,０００円）、扶養手当、住居手当、時間外手当 

等が該当者に支給されます。 

・昇給は原則年１回 

 

（２）勤務時間 

・平日８：３０～１７：１５土日、祝日、年末年始休日除く 

・所属長の許可により次の時間帯による勤務が可能です。 

７：３０～１６：１５ 

８：００～１６：４５ 

９：００～１７：４５ 

９：３０～１８：１５ 

１０：００～１８：４５ 

 

（３）休暇制度 

・年次休暇２０日（年間最大４０日） 

・特別休暇（夏季休暇、公民権行使、結婚、出産、配偶者の出産、子の看護、忌引、 
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ボランティア休暇など）あり 

 

（４）営利企業等従事の制限等の特例について 

 ・地方公務員法により、営利企業への従事等が制限されていますが、臨床時に取得し 

た専門医の資格維持または臨床の技術維持のため、行政医師としての職務遂行に   

支障がなく、許可の基準に該当する場合などには、他病院での診療行為等が、認め 

られる場合があります。 

・また、必要に応じて学会等への参加や、社会医学系専門医の研修等の受講が認めら 

れる場合がありますので、御相談ください。  

 

（５）福利厚生 

・共済組合の各種給付、年金制度等があります。 

 

ただし、上記の内容は、条例等の改正（給与改定等）により、変更されることがあり 

 ます。また、採用時期により休暇等付与数・年収は変動することがあります。 

 

９ 問い合わせ先 

（１）職務概要について 

 健康福祉局保健医療政策部保健医療政策課 

電話：０４４－２００－３９８９（直通）         

   メール：40iryose@city.kawasaki.jp 

 

（２）その他について 

 総務企画局人事部人事課 

電話：０４４－２００－２１２９（直通） 

メール：17zinzi@city.kawasaki.jp 
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